
 
 

鶴田町まちづくり計画支援事業実施要綱 
 

 　 (目的)

第１条　町では、第６次鶴田町総合計画（以下「総合計画」という。）に基づき協

働によるまちづくりを推進している。個性豊かで活力に満ちた地域社会を実現

するためには、行政による地域活性化策だけでなく、地縁組織や住民活動団体、

ＮＰＯなどの地域内諸団体がそれぞれ役割分担をしながら、まちづくりを実践

 する取組が必要になっている。

この要綱は、町がこれらの地域内諸団体の育成と活動の支援を目的として創

設する「まちづくり計画支援事業（以下「支援事業」という。）」の実施につ

いて必要な事項を定め、もって地域住民による創意と工夫に満ちた、活力と潤

 いのある地域社会の実現に寄与することを目的とする。

 　（事業の内容）

第２条　支援事業の対象となる事業（以下「対象事業」という。）は、総合計画の

趣旨及び内容に合致し、地域内諸団体が自らの創意と工夫によりまちづくりを

 実践するための事業とする。

 　（実施主体）

第３条　対象事業の実施主体（以下「実施主体」という。）は、町民５人以上で組

 織する地縁組織、住民活動団体、ＮＰＯ等であって、町長が認める団体とする。

 　（申請及び採択）

第４条　この要綱に基づき対象事業を行おうとする団体は、まちづくり計画支援事

業助成金交付申請書（第１号様式）を対象事業実施日の概ね１月前までに町長

 に提出しなければならない。

２　町長は、前項の規定による提出があったときは、副町長、教育長、総務課長に

その内容を審査させ、対象事業として適当と認めるときはまちづくり計画支援

事業助成金交付決定通知書（第２号様式）により実施主体に通知するものとす

 る。

 ３　実施計画の内容に変更を生じたときは、前２項の規定を準用する。

 　（助成措置）

第５条　町長は、前条第２項の規定に基づいて決定した対象事業の実施に要する経



費について、別表に定めるところにより当該年度の予算の範囲内において助成

 金を交付するものとする。

２　実施主体が助成金を請求しようとするときは、まちづくり計画支援事業助成金

 請求書（第３号様式）を町長に提出しなければならない。

 　（実績報告）

第６条　実施主体は、対象事業が完了したときは、まちづくり計画支援事業実績報

告書（第４号様式）に関係書類を添えて速やかに町長に提出しなければならな

 い。

 　（その他）

 第７条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。

 附　則

 この要綱は、令和７年６月 25 日から施行する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


